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令和元年度各会計の決算をご審議いただくにあたり、各会計歳入歳出決算書並びに決

算説明書、決算審査意見書等を提出したところでありますが、審査に先立ちまして、各

会計決算の大綱をご説明申し上げます。

令和元年度の当初予算は、

一 般 会 計 ２００億３，７００万円

特 別 会 計 １０３億４，２９８万円

下水道事業会計支出 ２６億９，６７６万円

病院事業会計支出 ７８億８，５５７万円

合わせて、４０９億６，２３１万円を計上したところでありますが、その後、

補正予算と平成３０年度からの繰越事業費繰越額を含めた最終予算額は、

一 般 会 計 ２１９億８，１３６万円

特 別 会 計 １０３億８，５２５万円

下水道事業会計支出 ２７億９，４４２万円

病院事業会計支出 ７９億９，１６８万円

合わせて、４３１億５，２７１万円となったところであります。

令和元年度は、総合計画の着実な推進を図りながら、まちの成長力を

確保するために策定された「滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を実行するとと

もに、厳しい財政状況を鑑み策定された「滝川市財政健全化計画」最終年としての実行

により、事務事業の見直しによる効率化を図るなど、持続可能な財政基盤を築くための

取り組みを推進して参りました。

基金につきましては、厳しい財政状況にありながらも、ふるさと基金ほかで４億

３，６７０万円を積み立てることができたことなどにより、基金残高総額は前年度比



- 2 -

３億７，０４１万円の増額となりました。

以下各会計ごとに主な内容について申し上げます。

一般会計におきましては、予算額２１９億８，１３６万円で、歳入２１３億９，５６１

万円に対し、歳出２０５億７，１７６万円で、差引８億２，３８５万円の剰余を生じま

した。歳入につきましては、収入済額と予算現額を比較しますと、５億８，５７５万円

の減となっており、その主な内容は、

繰越金 ４億９，９８９万円

地方交付税 ８，０６３万円

市税 ６，２６２万円

地方特例交付金 ３，４１７万円

分担金及び負担金 ６０７万円 の増となり、

国庫支出金 ３億２，７６２万円

繰入金 ３億１，４５３万円

市債 ３億１，４２０万円

諸収入 １億８，１７５万円

地方消費税交付金 ６，７９３万円

道支出金 ３，９９８万円

使用料及び手数料 １，２５７万円 の減となったこと

などによりますが、

令和２年度に歳入されるべき繰越明許費に係る歳入予算額が、国庫支出金で

１億１，０８８万円、地方債２億６，６３０万円、計３億７，７１８万円計上されてお
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りますことから、これを差し引いた実質的な歳入は２億８５７万円の減となったところ

です。

一方、歳出におきましても、予算現額と支出済額を比較しますと、１４億９６０万円

の減となっておりますが、公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備事業、下水道事

業会計出資金や道営土地改良事業負担金など繰越明許費として令和２年度に繰り越し

て歳出することと決定した予算額３億９，３９９万円が計上されておりますことから、

実質的には１０億１，５６１万円の減となりました。

歳入のうち、市税、使用料及び手数料、財産収入などの自主財源は全体の３８．６％、

地方交付税、国・道支出金、市債などの依存財源は６１．４％となっております。

自主財源の内訳といたしましては、

市税 ４３億８，４６４万円

諸収入 １２億８，９０３万円

寄附金 １０億６，４９０万円

繰越金 ７億１，６６７万円

使用料及び手数料 ５億 ９５９万円

分担金及び負担金 １億４，６３７万円

繰入金 ９，８０２万円

財産収入 ４，５６２万円 となり、

また、依存財源の内訳は、

地方交付税 ６８億 ９５７万円

国・道支出金 ４３億２，６４７万円

市債 ９億２，４３８万円
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その他 １０億６，７６６万円 となっております。

一方、歳出につきまして、性質別にみますと、

扶助費 ４０億１，１４９万円

補助費等 ４０億 ９５１万円

人件費 ３２億８，６５５万円

繰出金 ２２億２，９１１万円

物件費 １９億６，６３７万円

公債費 １８億３，１５７万円

貸付金 ９億１，５３８万円

建設事業費 ７億６，８６２万円

維持補修費 ６億３，９４７万円

出資金 ４億７，６９７万円

積立金 ４億３，６７０万円 となっております。

つぎに特別会計につきましては、特別会計全体として、歳入１０１億８，２８９万円

に対し、歳出９８億５，１８０万円で、差し引き３億３，１０９万円の剰余を

生じました。

国民健康保険特別会計では、予算額４６億１，２０２万円で、歳入決算額４６億

１，０３３万円、歳出決算額４５億１，９００万円で差引９，１３３万円の余剰を生じ

ました。なお、余剰金のうち７，０００万円を基金へ繰り入れし、残りを翌年度財源と

して繰越しました。

歳入についてみますと、
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道支出金 ３４億７，０２２万円

国民健康保険税 ６億７，３６２万円

繰入金 ４億３，２１９万円

諸収入などその他 ３，４３０万円 となったところです。

一方、歳出についてみますと、

保険給付費 ３３億４，８１０万円

国民健康保険事業費納付金 １０億１，７８８万円

総務費 ７，１４３万円

保健事業費 ４，４５７万円

基金積立金 ２，５００万円

諸支出金などその他 １，２０３万円 となりました。

公営住宅事業特別会計では、予算額８億２，４１６万円で、歳入決算額８億

６，８８４万円、歳出決算額８億７３８万円で差引６，１４６万円の剰余を生じました。

歳入についてみますと、

使用料及び手数料 ３億１，２４９万円

繰入金 ２億７，１２９万円

市債 ２億２，６９０万円

繰越金 ５，６１１万円

諸収入 ２０３万円

財産収入 ２万円 となったところです。

一方、歳出についてみますと、
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住宅事業費 ５億９，９０５万円

公債費 １億８，１０１万円

諸支出金 ２，７３２万円 となりました。

介護保険特別会計では、まず保険事業勘定で、予算額４１億７，８５１万円で、歳入

決算額３９億２，２４７万円、歳出決算額３７億７，１２１万円で差引１億５，１２６

万円の剰余を生じました。

歳入についてみますと、

支払基金交付金 ９億１，８４０万円

国庫支出金 ８億８，７３９万円

介護保険料 ７億７，１２４万円

繰入金 ６億 ５３１万円

道支出金 ５億４，２６９万円

その他財産収入、繰越金、諸収入 １億９，７４４万円 となったところです。

一方、歳出についてみますと、

保険給付費 ３２億１，６６２万円

地域支援事業費 ２億９，７６９万円

総務費 １億１，６３４万円

その他保健福祉事業費、基金積立金、公債費、諸支出金 １億４，０５６万円 と

なりました。

また、介護サービス事業勘定では、予算額７，５０９万円で、歳入決算額９，４１２

万円、歳出決算額６，８１４万円で、差し引き２，５９８万円の剰余を生じました。
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歳入についてみますと、

サービス収入 ７，２０６万円

繰越金 ２，２０２万円

その他繰入金、諸収入 ４万円 となったところです。

一方、歳出についてみますと、

サービス事業費 ６，８１４万円 となりました。

後期高齢者医療特別会計では、予算額６億１，７１３万円で、歳入決算額６億

１，３５３万円、歳出決算額６億１，２４７万円で差引１０６万円の剰余を生じました。

歳入についてみますと、

後期高齢者医療保険料 ４億１，６９２万円

繰入金 １億９，４９１万円

繰越金 １０８万円

広域連合支出金などその他 ６２万円 となったところです。

一方、歳出についてみますと、

後期高齢者医療広域連合納付金 ５億９，４３５万円

総務費などその他 １，８１２万円 となりました。

土地区画整理事業特別会計では、予算額７，８３３万円で、歳入決算額７，３６０万

円、歳出決算額７，３６０万円で歳入歳出同額となっており剰余金は発生しておりませ

ん。
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歳入についてみますと、

繰入金 ４，５２０万円

市債 ２，８４０万円 となったところです。

一方、歳出についてみますと、

土地区画整理事業費 ６，６６６万円

公債費 ６９４万円 となりました。

つぎに企業会計について申し上げます。

下水道事業会計の収益的収支では、事業収益１３億６万円に対し、事業費用１２億

４，５８７万円で、５，４１９万円の純利益となりました。

また、資本的収支では、収入８億７，８４２万円に対し、支出１３億１，７３９万円

で、差し引き不足額４億３，８９７万円となり、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額、過年度分損益勘定留保資金、減債積立金、当年度分損益勘定留保資金

で補てんしました。

病院事業会計の収益的収支では、事業収益６３億７，４１５万円に対し、事業費用は

６９億９，２５０万円となり、当初予算では４億４，６４９万円の純損失を見込んでい

ましたが、６億１，８３５万円の純損失となりました。

また、資本的収支では、収入１億１，０９０万円に対し、支出５億７，３４８万円で、

差し引き不足額４億６，２５８万円となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額、当年度分損益勘定留保資金で補てんし、なお不足する額は一時借入金で措置しました。

以上、各会計の決算の内容についてご説明申し上げました。
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令和元年度決算に基づく健全化判断比率については、今議会において、報告第１号、

報告第２号として健全化判断比率及び資金不足比率の報告を行ったところであります

が、いずれの指標についても健全段階であります。厳しい財政状況のなか財源補てん的

な基金を繰り入れずに財政運営が可能となるよう今後、より一層財政の健全化を進め、

その状況について透明性をもってお知らせしていきたいと考えておりますのでよろし

くお願いいたします。

令和元年度各会計の決算の詳細につきましては、事前配布させていただきました、款

別説明概要にてお示ししておりますので、よろしくご審議をいただき、ご認定いただき

ますようお願い申し上げます。


